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２．対象・目的・内容
運転免許の取得に際し、自動車教習所費用として要した経費の２分の１以内について、１人につき10万円を限度と
して助成する。助成は１回を限度とする。
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事 業 概 要

市内に引き続き１年以上住所を有する身体障害者手帳を所持する者で、自ら自動車を運転するもの。自動車を使用
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とにより就業の安定、生活の向上と行動範囲の拡大に実効があると認められること。
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当該市域での就労は自家用車による通勤が必須となる

　

ため、費用の一部を助成することにより、障害者の就労、社
実績・成果 会参加の一助となっている。

高等部の卒業生などに周知を図るなど事業ＰＲを行い、事業効果を高めていきたいと考える。
等 の 説 明

６．評価
評 価 事業の

当

優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
運転免許の取得に要する費用の一部を助成することにより、

初

障害者の社会参加の一助になっているため、今後も継

評 続実施していく。
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次 総合評価
通勤や買い物等の日常生活上での移動に自動車が欠かせない当地域において、障害者の社会参加の視点から運転免

評 許の取得を支援する意義は大きい。障害者総合支援法で努力実施と規定され


